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全国の地盤調査結果をもとに，地表面地震動の特性を効率的かつ適切に表現可能な標準地盤データに関

する検討を行った．この時には，膨大な地盤調査の結果を用いて，地盤の固有周期 Tg と地盤上限震度 Kf’
を指標としたクラスタリングにより各地盤を分類するとともに，各分類を代表する地盤情報を抽出する．

その結果，今回抽出した 50 地点の地盤データを用いて地表面地震動を算定することで，全国の地盤デー

タを網羅的に用いることで得られる地表面地震動の確率特性を適切に表現できることを確認した．さらに，

今回構築した全国の地盤応答解析データを有効に活用することで，新たな解析モデル構築を行わずに地表

面地震動を効率的かつ適切に評価可能であることも確認した． 
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1. はじめに 

 

土木構造物の耐震設計，耐震診断を行う際には，ほと

んどの場合で想定した地震作用に対して構造物の地震応

答値を算定するとともに，この応答値において構造物に

要求される性能を満足するか否かを確認している例えば1)~5)．

橋りょうや高架橋のような地上構造物における地震作用

は，地表面位置の設計地震動を入力として用いることが

一般的であるが，この設計地震動は様々な方法によって

設定されている．例えば，地点毎の地盤調査結果に基づ

く地盤応答解析を実施して個別の設計地震動を評価する

場合例えば 2), 4), 5)（手法 1）や，地表面位置の地震観測記録

を統計処理して評価する場合例えば 1), 3)（手法 2），工学的

基盤位置において標準的な地震動が規定され，これを用

いて予め多数の地盤応答解析を実施し，その結果を統計

処理して評価する場合例えば2)（手法 3）等がある． 

ここで，一般的な箇所における鉄道橋りょう・高架橋

に対する耐震設計時の地盤挙動，地表面設計地震動の評

価には「手法 3」が用いられることが大半である．その

一方で，活断層近傍に位置する構造物の設計や，極めて

軟弱な表層地盤を有する箇所における設計，複雑な形状

を有する構造物の設計を行う場合などのように，特殊な

条件下では「手法 3」を用いると適切な地震応答値が求

められない可能性があるため，このような状況では地点

毎の地盤応答解析（手法 1）が実施されている．さらに，

工学的基盤位置の設計地震動の評価を行う際に，震源・

伝播経路・サイトの各特性を考慮した強震動予測が実施

される場合があるが，地域固有の地震動評価を行った場

合にも，設計の対象とする延長が長く，地盤条件がこの

区間で多様に変化する場合には，「手法 3」によって地

表面地震動を分類，評価するような事例例えば 6)も存在す

る．また鉄道盛土の耐震設計時には，「手法 3」によっ

て評価された地表面設計地震動をもとにした土構造物用

の照査波 7), 8)が用いられることが一般的である．そのた

め，鉄道構造物の耐震設計における表層地盤の挙動，地

表面設計地震動の評価を行う際には，多数の地盤を用い

た地盤応答解析の統計処理結果が用いられるケースが多

くを占めている． 

鉄道構造物の耐震設計等を実施する際の「手法 3」で

活用される多数の地盤情報としては，全国の各地点で実

施された60箇所の地盤調査の結果 9)が用いられることが

多い例えば 2),．さらに筆者らはこの 60 地点の地盤データを

用いて，地盤の強度指標を提案する検討 10), 11)や新たな地

盤分類法の提案 12), 13)等，地盤の地震時挙動の一般的な特
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性把握に関する各種取り組みを行っている．ただし当然

ながらこの 60 箇所の地盤データはあるサンプルデータ

でしかなく，これにより得られる統計的な性質が全国の

地震時地盤挙動の統計的な性質を表しているとは限らな

い．その一方で，最終的に設定される設計地震動の信頼

性を保証するためには，選択される地盤情報やこれによ

り得られる地表面地震動は統計的にある程度の妥当性を

有するものであることが望まれる． 

こうした中で，近年我が国では多数の地盤調査結果を

集約，公開する試みが積極的に行われている例えば 14)-18)．

これらの膨大な地盤情報を用いることで，上述した地震

時地盤挙動の統計的な性質を把握できると考えられる．

その一方で，工学的基盤位置である地震動が設定される

度に全ての地盤情報を用いた地盤応答解析を実施すると

計算コストが膨大となるため，何らかの手法によってこ

の中から代表的な地盤を抽出し，これを標準的な地盤の

データベースとして整理しておくことが有効であると考

えられる． 

以上を踏まえて本検討では，全国の地盤情報を整理す

るとともに，地表面位置の地震動評価という観点でこれ

らを代表する地盤情報を抽出し，これを標準地盤データ

として整備する．さらに抽出した地盤情報を用いた地盤

応答解析の結果を分析することで，抽出した地盤によっ

て地震時地盤挙動の統計的性質を適切に表現可能である

ことを示すとともに，従来の60箇所の地盤データ 9)から

の優位性を確認する．ここで，今回対象とする地震動レ

ベルは，鉄道構造物の耐震設計における L2 地震動のよ

うに，表層地盤の非線形挙動の影響が無視できない比較

的大きな振幅レベルとする．また地盤情報の抽出を行う

ための指標としては，地盤の弾性挙動を表現する指標の

一つである固有周期Tgと，筆者らが提案している地盤の

強度に関連する指標の一つである地盤上限震度 Kf’11)の 2

つを情報として用いることとし，この 2指標を用いた地

盤分類の有効性の確認を行う． 

2 章では，検討に用いる全国の地盤調査結果を概説す

るとともに，これらの地盤情報を用いて地盤応答解析を

実施可能な解析モデルを構築する．さらにこの地盤解析

モデルを用いた固有値解析，静的非線形解析 19)を実施す

ることで，各地盤が有する基本的な特性を把握する．続

いて 3章では，膨大な地盤調査結果の中からクラスタリ

ング例えば 20)によって類似した情報を有するグループに分

類するとともに，各グループを代表する地盤情報の抽出

を行う．4 章では，抽出した地盤情報を用いた地盤応答

解析を実施することで，今回の地盤情報の抽出によって

従来の60箇所の地盤データ 9)を用いた場合よりも地表面

位置の地震動が有する統計的な性質を適切に表現できる

ことを示すとともに，地表面位置の地震動を評価する際

の効率化に関する議論を行う．最後に 5章では本検討で

得られた結果をまとめる． 

 

 

2. 全国を対象とした地盤情報の整理 

 

(1) 検討に用いる地盤情報 

検討に用いる地盤情報の収集，整理を行う．具体的に

は，地盤調査結果が公開されている情報 14)-18), 21)に新幹線

建設時の地盤調査情報 22), 23)等を加えて分析を行うことと

した．検討に用いる地盤情報のうち，緯度・経度情報が

揃っているものを図-1に，調査実施深度の頻度分布を図

-2 に示すが，本検討では約 180,000 地点の地盤調査の結

果を用いることとした． 

 

(2) 地盤応答解析モデルの構築 

前節で整備した各地点の地盤調査結果の情報を用いて，

地震応答解析が実施可能な解析モデルの構築を行う．こ

こで用いる地盤応答解析の手法としては，時間領域の逐

次非線形動的解析法を念頭においているため，解析モデ

ルとしても逐次非線形動的解析が実施可能な情報を整理

する必要がある．また大量の地盤調査結果をもとに解析

モデルを構築する必要があるため，目視等による個別の

判断が不要となる手順を設定した．地盤の解析モデルを

 

図-1 検討に用いる地盤データの調査地点 

（緯度経度情報を含む地点のみ） 

 

図-2 地盤の調査深度，工学的基盤深度の分布 
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構築する手順を図-3に示す． 

まず地盤を層分割するとともに，各地点の深度毎の地

盤の弾性特性，具体的にはせん断弾性波速度と単位体積

重量を設定する．PS 検層や密度検層，室内試験等によ

りこれらの情報が具体的に整理されている場合には，そ

れをそのまま用いることとし，これが無い場合には標準

貫入試験の結果と土質区分を用いて鉄道構造物の設計標

準 2)に従って推定を行った．ただし，標準貫入試験のデ

ータが存在しない場合や，土質区分が明記されていない

地点の情報は以降の検討に用いないこととした．また地

盤の層分割は，解析精度を保証することと，極端に薄い

層が存在することによるひずみの局所化を防ぐ観点で， 

0.5m以上 1m以下となるように配慮を行った．水位位置

については，地盤調査結果に記載がある場合にはこの情

報を用いるが，記載がない場合には地表に設定した． 

続いて，地盤の弾性特性を用いて工学的基盤位置の判

定を行う．これは，一般的な地盤応答解析は工学的基盤

位置における地震動を入力として実施されることが多い

ためである．工学的基盤の判定は，筆者らが過去に提案

した自動判定アルゴリズム 24)を用いることとした．この

判定によって，工学的基盤まで到達していないと判定さ

れたデータ，基盤が露頭していると判定されたデータは

以降の検討には用いない．工学的基盤まで到達している

と判定されたデータは，これ以浅の情報を用いて地盤の

モデル化を行う．ただし極端に基盤深度が浅く実務的に

は基盤露頭と取り扱われるような地点を除外するため，

後述する地盤の固有周期の算定結果が 0.05s よりも短い

地盤データも検討対象から除外した．各地盤に対して工

学的基盤位置の自動判定を実施した結果の例を図-4に示

すが，このうち(d), (e)はこの段階で処理を終了し，(a)~(c)

の基盤以浅の情報を用いてこの後の処理を行う．図-4の

結果より，基盤深度の自動判定手法によって，目視によ

る判定と概ね同様の位置に基盤深度を設定できているこ

とが確認できる． 

最後に，地盤の非線形特性の設定を行う．非線形構成

則は全てGHE-Sモデル 25)を用いることとし，水圧上昇の

影響は考慮しないこととした．非線形パラメータを設定

する際には，弾性特性の設定時と同様に各地点の地盤調

査結果として動的変形特性試験の結果が残されている場

合には，その情報を用いることとした．しかしながら多

くの地盤データには試験結果が存在しないため，このよ

うな地盤に対しては，過去の多数の地盤調査結果をもと

にして拘束圧や土質分類に応じて提案されている標準的

なパラメータ 26), 27)を設定した． 

この手順に従って全地点の地盤調査結果を整理した結

果，地盤応答解析モデルとして全 125,800 データを構築

した．構築した解析モデルの深度（工学的基盤までの深

度）の頻度分布も図-2に示しているが，工学的基盤の判

定を行っているために極端に深い地点のデータが存在し

なくなっていること，各種情報の不足によって全体的に

地点数が少なくなっていることが分かる． 

 

(3) 全国の地盤情報の基本的性質の把握 

前節で構築した全地点の地盤応答解析モデルを用いて，

検討に用いる地盤条件の基本的な性質を整理する．この

 
図-3 各地点の地盤応答解析モデルの構築手順 
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図-4 工学的基盤位置の自動判定結果の例 

0 1020304050

0

5

10

15

20

25

N値

深
度

(m
)

調査結果
判定結果

0 1020304050

0

5

10

15

20

25

N値

深
度

(m
)

調査結果
判定結果

0 1020304050

0

5

10

15

20

25

N値

深
度

(m
)

調査結果
判定結果

0 1020304050

0

5

10

15

20

25

N値

深
度

(m
)

調査結果
判定結果

0 1020304050

0

5

10

15

20

25

N値

深
度

(m
)

調査結果



 

 4 

時には，地震時挙動を表現する際に有効であると考えら

れる地盤の固有周期Tgと地盤上限震度Kf’11)の2つの指標

を整理することとした． 

このうち固有周期Tgは，弾性挙動時の基本的な性質を

表す指標であり，道路橋，鉄道構造物等の耐震設計時に

設計地震動を使い分ける際などに使用されている1)2)．ま

た当然のように地盤の弾性挙動を考える場合にはこの固

有周期Tgにおける地震増幅が大きくなるため，これを指

標とした地震増幅率の評価法なども提案されている例えば

28), 29)．各地点の固有周期 Tgを算定する際には，いわゆる

1/4 波長則のような簡易評価法も存在するが，本検討で

は前節で構築した地盤応答解析モデルを用いた固有値解

析を実施することとした． 

続いて地盤上限震度 Kf’は，近年筆者らが提案してい

る指標 11)であり，表層地盤の強度と関連した指標の一つ

である．この地盤上限震度 Kf’は，単位系が橋梁・高架

橋の降伏震度 Khyと同一の次元で表される．そのため，

地盤の応答と構造物の応答という違いはあるものの，そ

れぞれの強度が地震応答の上限に関連すると考えられる

ため，両者の結果を同じ視点で捉えることが可能である

という利点がある．またこの地盤上限震度 Kf’を一定数

倍することで，地盤強度比 Kf
10)という指標を求めること

もできるが，これも地盤の強度という観点で実質的には

同一の指標を意味している．この地盤強度比 Kf
10)を用い

た検討の結果，前述した地盤増幅率 29)のさらなる高精度

化 30), 31)や，大規模地震時の地盤分類の高度化 12), 13)等が可

能であることを確認している．そのため，今回対象とす

るような大規模地震時の地盤挙動，地表面地震動を表現

するための指標として，表層地盤の強度に関する地盤上

限震度Kf’は有用であると考えられる． 

地盤上限震度 Kf’を算定する際には，各地点の地盤応

答解析モデルを用いた静的非線形解析 19)を実施し，変位

の増大に伴う表層地盤の剛性低下の関係を把握する必要

がある．静的非線形解析を実施する際の基本的な条件は

既往の検討 19)と同様とするが，今回は多様な地盤を含む

ため，最終ステップの変形量は 100cmと大きく設定する

とともに，これを 10,000 ステップに分割（ =0.01cm）

して実施した．これによって得られる剛性低下率 G/G0 - 

変位関係，減衰 h - 変位関係，地表面位置の刺激関数

PF - 変位 関係をまとめて図-5 に示す．今回はケース数

が膨大であるため，この図には各変位レベルにおける各

指標の全結果の最大値，最小値のみを表示している．こ

れらの結果を見ると，地盤毎の変化は大きいものの，全

体的な傾向として変位が大きくなるほど地盤全体系の剛

性変化を表す G/G0は小さくなる一方で，履歴減衰を表

す h は大きくなっている．また刺激関数 PF は変位の大

きさによらず1～2.5程度の範囲でばらついており，変位

に対する全体的な傾向は特に見られない．続いて地盤上

限震度Kf’を算定するために必要な，G/G0=0.5となる時の

変位（これを規準変位rと定義 19)）で各結果を正規化し

たものを図-6に示すが，このように処理することで，図

-5で見られた地盤毎の変動が大幅に小さくなっているこ

とが分かる．これらの図には正規化変位r/r毎の全地盤

の平均値も記載しているが，刺激関数 PF の平均的な特

 

(a) G/G0-関係                        (b) h-関係                        (c) PF-関係 

図-5 地盤の静的非線形解析結果（全ケースの最大値，最小値） 

 

(a) G/G0-/r関係                    (b) h-/r関係                   (c) PF-/r関係 

図-6 地盤の静的非線形解析結果（規準変位rで正規化した結果） 
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性として，変位の増大に伴って刺激関数 PF が徐々に小

さくなることも確認できる．これは，ひずみレベルの比

較的小さい段階においては地表から基盤までの幅広い深

度に変形が分散している一方で，ひずみが大きくなるに

従って限られた層に変形が集中することに起因するもの

であると推察される． 

以上の膨大な固有値解析，静的非線形解析によって得

られる固有周期 Tg，地盤上限震度 Kf’の頻度分布，各地

盤の固有周期 Tgと地盤上限震度 Kf’の関係を整理したも

のを図-7 に示す．図-7 (a), (b)を見ると Tg，Kf’ともそれぞ

れの数値が大きくなるに従って全体に占める割合が小さ

くなっており，全国的には Tg，Kf’が小さな地盤が相対

的に多く存在していることが分かる．また，固有周期Tg

－地盤上限震度 Kf’の結果（図-7 (c)）を見ると，全体的

な傾向としては Tgが小さいほど Kf’の値が大きくなって

いることが分かる．これは硬質な地盤ほどより大きな力

を地表に伝えることができることを示している．しかし

ながら同一の固有周期 Tgを有する地盤であっても Kf’は

大きくばらついており，弾性固有周期が同一でも各地盤

の強度には差があることも確認できる．これは大規模地

震時の地表面地震動を簡易に表現する際の地盤特性を示

す指標として，固有周期Tgのみでは不十分であることを

示唆する結果である．また図-7 (c)には，鉄道構造物の耐

震設計における標準的な地盤情報として用いられること

の多い 60箇所の地盤データ 9)による Tgと Kf’の関係もプ

ロットしている（以降ではこの 60 地盤を既往の標準地

盤と呼ぶ）．この図より，固有周期 Tgが 0.5秒程度まで

の範囲では全国の地盤データと既往の標準地盤の傾向は

一致していることが確認できる．その一方で固有周期Tg

が 1秒程度よりも長い領域では，今回構築した地盤デー

タの方が全体的に Kf’が大きくなっている．つまり，既

往の標準地盤を用いて地表面地震動を評価した場合には，

軟弱地盤において全国の地盤よりも強度を極端に小さく

評価していることになる．その結果，大規模地震時の地

表面地震動という観点からは，既往の標準地盤を用いる

と，地盤変位を大きく，慣性力を小さく評価してしまう

可能性がある．よって，今回構築した地盤データを用い

て標準地盤を見直すことが望ましいと言える． 

 

 

3. 全国の地盤情報の分類 

 

(1) 分類の方法 

前章で整理を行った全 125,800 地点の地盤をクラスタ

リングによって分類することで，効率的な地表面地震動

の評価を行う際の基本情報を整理する．この分類を行う

際の指標，手法としては様々なものが考えられるが，今

回は図-7 (c)で示した各地盤の固有周期Tgと地盤上限震度

Kf’を指標として用いるとともに，分類法としては比較

的簡易に実施可能な k-means 法 32)を用いることとした．

この k-means 法は，非階層型クラスタリングの一種であ

り，二乗ユークリッド距離を用いて各データの非類似度

を判定，分類するものである 20)．この k-means 法は処理

速度が遅い場合もあるが，アルゴリズムが非常に単純で

ありかつ効率的なデータ分類が可能であるため，地震学，

地震工学，構造物の維持管理等の分野においても様々な

検討が実施されている例えば33)-38)．この k-means法によって

各地盤データの距離を計算する際の情報として，固有周

期 Tgと地盤上限震度 Kf’の 2 指標を用いる．また本検討

におけるクラスター数 n は，n=10~2000 まで幅広く設定

することとし，各クラスターの重心に最も近い地盤を分

類ごとの代表地盤として選択する．この複数設定したク

ラスター数の中から，より少ない地盤数で地表面地震動

の特性を適切に表現するものを最終的な標準地盤データ

として選択する． 

 

(2) 地盤情報の分類結果 

地盤分類を実施した結果の一例として，クラスター数

  

(a) 地盤固有周期Tgの分布         (b) 地盤上限震度Kf’の分布                (c) Tg- Kf’関係 

図-7 地盤固有周期Tg，地盤上限震度Kf’の分布 
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n=20とした場合の結果を図-8に示す．同一色で表示した

データが同一の地盤分類として評価されている．また青

丸で表示したデータが各分類で代表として抽出された地

盤である．この図より，k-means 法によって固有周期 Tg

と地盤上限震度 Kf’を指標とした分類が適切に実施され

ていることが分かる．また図-7からも分かる通り，構築

した地盤データベースは固有周期Tgが短いほど数が多く

なっているとともに地盤上限震度 Kf’の変動範囲も広い

ため，固有周期Tgが短い領域でより細かく分割が行われ

ている．結果として Tgが 1.5秒程度以上の範囲では，Kf’

の大小に関係なく全ての地盤が同一の区分に分類されて

いる． 

また，各分類にふるい分けられた地盤数を比較すると，

n=20の条件下では730地点~13,043地点の範囲で大きくば

らついている．そのため，これら代表地盤を用いて地盤

挙動の確率特性を考える場合には，この地盤数の違いを

重みとして考慮することも重要であると言える． 

 

 

4. 分類した地盤情報を用いた地表面地震動の効

率的な評価 

 

(1) 解析条件，整理の条件 

前章で構築した全国の地盤応答解析モデルを使用した

非線形動的解析を網羅的に実施することで，各地盤の地

表面地震動を算定するとともに，この地表面地震動の確

率特性を把握する．これと同様の作業を前章で分類を行

った各クラスター数 nにおける代表地盤において実施す

ることで，全国の結果を効率的かつ適切に表現可能な代

表地盤を抽出し，この地盤を標準的な地盤データベース

として整備する． 

ここではまず，地盤応答解析の条件について整理を行

う．まず解析手法は，時間領域の逐次非線形動的解析法

を用いる．動的解析時の減衰は，地盤のせん断弾性波速

度，土質分類をパラメータとして周波数依存性を考慮し

たQ値の提案式 39)に可能な限り一致するようなレーリー

減衰を地盤毎に設定した．入力地震動は，鉄道構造物の

耐震設計 2)で一般的に使用されている標準L2地震動スペ

クトル II（G1地盤）（図-9）を露頭基盤波として使用す

る．また基盤の条件としては，工学的基盤相当

（Vs=400m/s, =20kN/m3）が半無限に連続していると考え，

各地盤モデル下端にダッシュポットを設けた． 

以上の条件に基づいて，全 125,800 ケースの地盤応答

解析を実施し，各地盤の地表面地震動を算出した．この

地表面地震動を地盤の特性毎に区分することで，統計的

な性質を把握するとともに，前章で抽出した代表地盤，

既往の標準地盤により得られる統計的な性質との比較を

行う．地盤の区分は，現在の鉄道構造物の耐震設計にお

ける地盤種別 2)を使用することとした．具体的には，地

盤の固有周期を指標として，図-10，表-1 に示したよう

に岩盤（G0地盤），基盤（G1地盤）以外の 6種類（G2

地盤～G7地盤）に区分する． 

区分毎の地表面地震動の特性を表現する地震動指標と

しては，地上構造物の地震時挙動に影響が大きいと考え

られる地表面位置の最大加速度 PGA(gal)，表層地盤の相

対変位D(cm)，周期 t1(s)から t2(s)の弾性加速度応答スペク

 

図-8 地盤分類の実施例（n=20の場合） 

            

(a) 時刻歴加速度波形                             (b) 弾性加速度応答スペクトル 

図-9 基盤位置の入力地震動 
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トル（h=0.05）の平均値RA(t1, t2)を用いる．応答スペクト

ルを平均する周期は，(t1, t2)=(0.1, 0.2), (0.2, 0.5), (0.5, 1.0), (1.0-

2.0), (2.0. 5.0)の 5区間とした．これら各指標に対して，区

分ごとの各指標の平均値と，設計で用いる場合の一つの

目安である非超過確率 90%の値 40)を整理するとともに，

次式によって全地盤データを用いた場合とクラスター数

nにおける代表地盤データを用いた場合，既往の 60個の

標準地盤 9)を用いた場合の結果を比較する． 

     log log
conv conv all

Gi GiGi
x x x  

 
(1) 

        log log
prop n prop n all

Gi GiGi
x x x  

 
(2) 

ここで，(x)：地震動指標 xの誤差（x=PGA, D, RA(0.1, 0.2), 

RA(0.2, 0.5), RA(0.5, 1.0), RA(1.0, 2.0), RA(2.0, 5.0)），下付きの

Gi：地盤種別（i=2~7），上付きの all：本検討で構築し

た全地盤データを用いた結果，conv：既往の60個の標準

地盤データを用いた結果，prop(n)：3 章で抽出した代表

地盤データを用いた結果（nはクラスター数でn=10~2000）

である．なお，クラスター数 n=10のケースではG7地盤

（Tg>1.5s）に該当する地盤が存在しなかったため，この

場合のみ比較を行う地盤種別をG2地盤～G6地盤の 5区

分としている．また k-means 法による代表地盤を用いて

得られる地震動指標の平均値，標準偏差を算定する際に

は，代表地盤が所属するクラスターに含まれる地盤モデ

ルの個数を重みとして取り扱うこととした． 

 

(2) 地表面位置の地震動評価結果 

前節で整理を行った解析条件に従って地表面地震動を

算出するとともに，式(1)，式(2)に従って全地盤を用い

た場合と既往の60個の標準地盤 9)，今回抽出を行った代

表地盤の結果を比較した．最終的に得られた全地盤との

誤差を評価した結果をまとめて図-11（平均値），図-

12（非超過確率 90%）に示す． 

まず地盤種別毎の平均値の誤差をまとめた図-11 を見

ると，指標毎，地盤種別毎に多少の変動は見られるもの

の，提案手法による全地盤種別の平均値の結果（青実線）

は，全体的な傾向として右下がりとなっている．これは，

クラスター数 nを多くすることで，全地盤を用いた地表

面地震動の平均的な特性をより適切に表現できることを

示している．また既往の標準 60 地盤を用いた結果（橙

点線）と比較すると，相対変位Dを除くすべての指標に

おいてクラスター数 n=20 において既に既往の結果より

も誤差が小さくなっている．また相対変位Dについては，

n≧50 において既往の結果よりも誤差が小さくなる．そ

のため今回の手法によって代表地盤を抽出し，これを用

いた地盤応答解析を実施することで，従来の標準地盤で

用いている地盤数である 60 地盤よりも少ない数で全結

果の平均的な特性を表現可能であることが分かる． 

続いて，各指標の非超過確率 90%の誤差をまとめた図

-12の結果についても，基本的には図-11の結果と同様の

傾向となっている．ただし，最大加速度 PGA や弾性加

速度応答RA(0.2, 0.5)などのように，クラスター数が10~20

程度では既往の標準 60 地盤を用いた場合よりも誤差が

大きくなる指標も散見される．これは図-11 からも分か

るように，既往の標準地盤を用いた場合には平均的な特

性の誤差が大きいものの，これと同様に標準偏差も全地

盤を用いた結果とは異なる結果となり，これらの結果を

組み合わせた非超過確率 90%の指標のみが適切な結果と

なったものと考えられる．そのためこの結果のみから，

既往の標準 60 地盤による地表面地震動の評価が有効で

あるという結論には結びつかない．またクラスター数

n=50 の地盤情報を用いることで，全ての地震動指標に

おいて既往の標準地盤よりも誤差が小さくなっているこ

とが分かる． 

以上の結果より，今回採用した地盤特性を表現する指

標（固有周期 Tg，地盤上限震度 Kf’）と分類手法によっ

て，各クラスターを代表する地盤を抽出することで，大

規模地震時の全国を対象とした地表面地震動の分布特性

を効率的かつ適切に表現できることが確認され，今回の

地盤抽出手順の妥当性が確認できたと言える． 

 

(3) 標準地盤データの整備 

前節の検討より，提案手法によって抽出した地盤デー

タを用いて地表面地震動を算出することで，地震動指標

の確率特性として既往の 60 個の標準地盤を用いた場合

と比較して，全国の地盤データを用いた地表面地震動の

 

図-10 本検討で実施する地盤区分（G2地盤～G7地盤） 

 

表-1 耐震設計における地盤区分 2)（G2地盤～G7地盤） 

地盤種別 固有周期 Tg (s) 備考 

G2地盤 ~0.25 洪積地盤など 

G3地盤 0.25~0.5  普通地盤 

G4地盤 0.5~0.75 普通～軟弱地盤 

G5地盤 0.75~1.0 軟弱地盤 

G6地盤 1.0~1.5 軟弱地盤 

G7地盤 1.5~ 極めて軟弱な地盤 
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特性をより適切に表現可能であることを確認した．ただ

し当然のように，クラスター数 nが大きくなるほど全地

盤の結果との誤差が小さくなるため，何かしらの指標を

用いて最終的に用いる標準地盤の数を設定する必要があ

る．この時に適切なクラスター数を探索する手法として

エルボー法やシルエット分析，AIC に基づく分析法等が

存在するが，今回は既往の標準地盤である 60 地盤より

も少なく，かつ今回評価を行った全ての指標（図-11，

図-12）において既往の結果よりも誤差が小さくなる

n=50を標準地盤のデータ数として選択した． 

この50地盤の固有周期Tg－地盤上限震度Kf’関係を図-

13 に示すが，当然ながら今回構築した全地盤データの

分布を適切に再現した分布となっている．特に地盤の固

有周期 Tgが 1 秒よりも長い領域では，既往の標準 60 地

盤よりも全ての地盤において地盤上限震度 Kf’が大きな

データとなっており，固有周期 Tg－地盤上限震度 Kf’と

いう観点では従来の 60 地盤よりも全国の地盤情報をよ

り適切に表現した結果であることが分かる． 

本検討によって抽出した 50 地盤（以降ではこれを提

案手法による標準地盤と呼ぶ）を用いて得られる地表面

地震動のうち，最大加速度PGA，最大変位Dの平均値，

非超過確率 90%の値を地盤種別ごとに整理した結果を図

-14 に示す．この図には全地盤を用いた結果，既往の標

準60地盤 9)を用いた結果も示している．全体的な傾向と

しては，地盤種別が大きくなるほど最大加速度 PGA は

小さく，最大変位Dは大きくなっており，これは地盤が

軟弱なほど非線形挙動の影響が顕著になる傾向を示した

ものである．また提案手法に基づく 50 地盤の結果では，

PGA, D の両指標とも全地盤による傾向を適切に表現で

きていることが分かる．その一方で既往の 60 地盤を用

いた場合には，G3~G5 地盤付近で最大加速度 PGA の平

均値，非超過確率 90%の値とも相対的に大きな値となっ

ている．またG7地盤の地盤変位Dも既往の60地盤の結

果のみ大きめの値となっているが，これは図-13 から分

かる通り，既往の 60 地盤では相対的に地盤上限震度 Kf’

が小さな地盤が多く含まれているために，地盤の非線形

挙動の影響がより顕著に表れたことによると考えられる．

そのため全国の地盤情報を用いた最大加速度PGA，最大

 

(a) 最大加速度PGA                                  (b) 相対変位D                             (c) 弾性加速度応答RA(0.1, 0.2) 

 

(d) 弾性加速度応答RA(0.2, 0.5)                     (e) 弾性加速度応答RA(0.5, 1.0)                   (f) 弾性加速度応答RA(1.0, 2.0) 

 

(g) 弾性加速度応答RA(2.0, 5.0) 

図-11 各指標の誤差(x)の評価結果（平均値） 
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変位 D を適切に表現するためには，従来の 60 地盤を用

いた場合よりも，今回抽出した 50 地盤を用いた方が適

切であると言える． 

続いて，各地盤種別における弾性加速度応答スペクト

ル RAの平均値，非超過確率 90%を評価した結果を図-15

（提案手法による50地盤），図-16（既往の60地盤）に

示す．なおこれらの図には全地盤データを用いた結果も

示しているが，これを見ても提案手法による 50 地盤を

用いた方が全地盤の結果を良好に再現できていることが

分かる．例えば提案手法による結果は G2~G5 地盤の間

では全結果の平均値，非超過確率 90%の応答をほぼ再現

できている．これに対して既往の 60 地盤を用いた場合

には，全体的に大きな応答となっている．また G7 地盤

においては，既往の 60 地盤では全体的な応答が小さく

なっているが，これは PGA, D の考察においても述べた

通り，既往の 60 地盤では全体的な傾向として地盤上限

震度 Kf’が小さな地盤となっているためである．その一

方で，提案手法による G7 地盤には 2 か所のみが抽出さ

れたにもかかわらず，全結果の傾向をより適切に表現で

きていることが分かる． 

以上より，今回抽出を行った 50 地盤によって地表面

地震動を算定し，この地震動群に基づく統計処理を行う

ことで，全国の地盤データを用いた地表面地震動の分布

を適切に表現できることが確認された．そのため，ある

 

(a) 最大加速度PGA                                  (b) 相対変位D                             (c) 弾性加速度応答RA(0.1, 0.2) 

 

(d) 弾性加速度応答RA(0.2, 0.5)                     (e) 弾性加速度応答RA(0.5, 1.0)                   (f) 弾性加速度応答RA(1.0, 2.0) 

 

(g) 弾性加速度応答RA(2.0, 5.0) 

図-12 各指標の誤差(x)の評価結果（非超過確率 90%） 
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図-13 抽出した 50地盤のTg- Kf’関係 
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基盤地震動を固定した場合の地盤種別毎の地表面設計地

震動を選定する場合等においては，今回の手法に基づく

結果を用いることで，既往の 60 地盤を用いた場合より

も検討ケース数を合理化した中でより適切な設計地震動

の評価が可能となる． 

 

(4) 全国の地盤情報データベースを用いた地震応答解

析の効率化 

前節までの検討では，地表面地震動の確率分布を適切

に表現可能な標準地盤データを構築することを主眼にお

いて整理を行ってきた．この中で，大規模地震時の地表

面位置の地震動を表現するための地盤特性を表す指標と

して，固有周期 Tg，地盤上限震度 Kf’を用いることが有

効であることも確認している．そのため同一の固有周期

Tg，地盤上限震度 Kf’を有する地盤であれば，大規模地

震時の地表面地震動は類似する可能性があり，この性質

と今回構築した全国の地盤応答解析モデルを活用するこ

とで，各地点での地盤応答解析モデルを新たに構築せず

に適切な地表面地震動を推定可能となることも期待され

る．本節ではこれに関する基礎的な検討を行う． 

    

(a) 最大加速度PGA                                                                     (b) 相対変位D  

図-14 地表面地震動の比較結果（最大加速度，最大変位） 

 

 

(a) G2地盤（Tg<0.25s）           (b) G3地盤（0.25≦Tg<0.50s）              (c) G4地盤（0.50≦Tg<0.75s） 

 

(d) G5地盤（0.75≦Tg<1.0s）           (e) G6地盤（1.0≦Tg<1.5s）                   (f) G7地盤（1.50≦Tg） 

図-15 提案手法（50地盤）による地表面地震動の弾性加速度応答スペクトル 
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ここでは図-17，表-2，図-18 に示したような 5 つの地

盤を抽出する．このうち地盤Aが主に着目する地盤であ

り，ある基盤地震動が得られている状態において，この

地盤Aに対する地表面地震動を把握することを目標とす

る．ただし地盤A箇所における固有周期Tg，地盤上限震

度 Kf’は把握しているものの，地盤の応答解析が実施可

能な解析モデルは所有していないと仮定する．これに対

して地盤 B~F は，地盤 A と固有周期 Tgや地盤上限震度

Kf’が概ね同一の特性を有する地盤であり，これが全国

の地盤情報データベースに登録されていると考える．特

に地盤Aと地盤Bは，地層構成や基盤深度が異なるもの

の，Tg, Kf’ともに非常に類似していることが分かる． 

この地盤A~Eの5つの地盤データを用いて地盤応答解

析を実施し，地表面地震動を算出，比較する．この時の

解析条件，入力地震動等は全て前節までの検討と同様と

した．これによって得られた地表面地震動の絶対加速度

波形を図-19に，相対変位波形を図-20に，弾性加速度応

答スペクトルを図-21 に示す．なお時刻歴加速度，変位

波形の図は，地盤Aによる地表面地震動を基準として，

地盤B~Eによる地表面地震動をそれぞれ比較している． 

 

(a) G2地盤（Tg<0.25s）           (b) G3地盤（0.25≦Tg<0.50s）              (c) G4地盤（0.50≦Tg<0.75s） 

 

(d) G5地盤（0.75≦Tg<1.0s）           (e) G6地盤（1.0≦Tg<1.5s）                   (f) G7地盤（1.50≦Tg） 

図-16 従来手法（60地盤）による地表面地震動の弾性加速度応答スペクトル 

     

(a) 地盤A                             (b) 地盤B                               (c) 地盤C                                  (d) 地盤D                                  (e) 地盤E 

（Tg=0.493s, Kf’=0.394）  （Tg=0.493s, Kf’=0.400）  （Tg=0.508s, Kf’=0.198）  （Tg=0.502s, Kf’=0.795）      （Tg=0.209s, Kf’=0.399） 

図-17 抽出した 5地盤のN値分布 
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(a) 地盤B（Tg=0.493s, Kf’=0.400）               (b) 地盤C（Tg=0.508s, Kf’=0.198） 

 

(c) 地盤D （Tg=0.502s, Kf’=0.795）                              (d) 地盤E（Tg=0.209s, Kf’=0.399） 

図-19 地表面位置の絶対加速度波形の比較 

 

  

(a) 地盤B（Tg=0.493s, Kf’=0.400）               (b) 地盤C（Tg=0.508s, Kf’=0.198） 

  

(c) 地盤D （Tg=0.502s, Kf’=0.795）                              (d) 地盤E（Tg=0.209s, Kf’=0.399） 

図-20 地表面位置の相対変位波形の比較 
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表-2 抽出した 5地盤のTg, Kf’の整理 

名称 
固有周期 

 Tg (s) 

地盤上限震度 

Kf’ 

備考 
（地盤Aとの関係） 

地盤A 0.493  0.394  基準 

地盤B 0.493  0.400  Tg, Kf’とも同等 

地盤C 0.508  0.198  Tgは同等，Kf’は小 

地盤D 0.502  0.795  Tgは同等，Kf’は大 

地盤E 0.209  0.399  Tgは小，Kf’は同等 

  
図-18 抽出した 5地盤のTg- Kf’関係 
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まず地盤Bによる地表面地震動（各図(a)）は，地盤A

の結果と良好に一致している．これは図-19 の加速度波

形だけでなく，図-20の変位波形，図-21の弾性加速度応

答スペクトル全てに共通している．そのため上述したよ

うに，地盤固有周期 Tgと地盤上限震度 Kf’が類似してい

る地盤の地表面地震動はほぼ同一となっていることが確

認できる． 

これに対して地盤Cは，基準とした地盤Aと固有周期

Tgはほぼ同一である一方で，地盤上限震度 Kf’が小さく

なっている．この地盤 C の絶対加速度波形（図-19 (b)）

の位相は地盤Aと概ね同一である一方で，加速度振幅レ

ベルは地盤Aよりも全体的に小さくなっている．その結

果，図-21 の加速度応答スペクトルも全体的に応答レベ

ルが小さい．これは，地盤全体系としての強度が地盤 A

よりも地盤Cの方が小さいため，地盤の非線形挙動の影

響が顕著になっているものと考えられる． 

この地盤Cとは逆に，周期Tgが同一で強度の大きな地

盤 D では，加速度振幅（図-19 (c)）や応答加速度が全体

的に大きくなっていることが分かる．また地盤Eは，地

盤 Aと比較して固有周期 Tgが短く，地盤上限震度 Kf’が

同程度の特性を有している．この地盤Eは固有周期が異

なるため地表面地震動の位相特性が異なっているが，弾

性加速度応答スペクトルを見ると地盤Dと概ね同程度の

応答を示している． 

以上のように，大規模地震時の地表面地震動を適切に

表現するための地盤の指標としては固有周期Tgのみでは

不十分であり，今回使用したような表層地盤の強度に関

する指標も重要であることが分かる．さらに今回示した

地盤 Aと地盤Bのように Tg, Kf’がほぼ同一の地盤では地

表面地震動が良好に一致する．そのため例えば，ある箇

所の地盤の Tgと Kf’が把握できている場合には，当該箇

所の地盤応答解析のモデルを一から作成することなく，

2章で構築した全国の地盤データからTgとKf’の類似した

地盤の応答解析モデルを抽出し，これを代用することも

考えられる． 

この時，対象地点の地盤の指標（Tg, Kf’）を適切に推

定する必要があるが，まず地盤固有周期Tgについてはボ

ーリング情報から算出する方法や，常時微動観測から簡

易に推定する方法も存在する．一方で，地盤全体系の強

度 Kf’を算定するためには，現時点ではボーリング情報

が必要であるが，既往の検討 10)において地盤の重量と土

質区分のみから比較的簡易に推定する手法も提案してお

り，この手法によって詳細な計算を省略した算定も可能

である．そのため，地震動を評価したい地点においてTg

と Kf’を簡易に推定するとともに，これと類似する地盤

をデータベースから抽出し，この地盤モデルを用いた地

盤応答解析を実施することで，解析モデル作成の手間を

省力化した上で，適切な地表面地震動の推定も期待され

る． 

 

 

5. まとめ 

 

本検討では，地表面位置の標準設計地震動を評価する

という観点で，標準地盤データの整備に関する検討を行

った．具体的には，全国の地盤調査結果を統一的に整理

することで多数の地盤応答解析モデルを構築するととも

に，各地盤の固有周期 Tgと地盤上限震度 Kf’を算定した．

さらに，このTgとKf’を指標としてk-means法によって地

盤情報を分類するとともに，各分類を代表する地盤を抽

出した．この地盤を用いて地表面地震動を算定するとと

もに地盤分類ごとの地表面地震動の特性を評価すること

で，全国の膨大な地盤情報を用いた地表面地震動の確率

分布を適切かつ効率的に表現可能であることを確認した． 

そのため，工学的基盤位置の地震動が統一的に設定さ

れた場合には，今回選択した 50 個の地盤情報を用いて

地盤挙動を算定するとともに地表面地震動の確率分布を

評価し，これをもとに地表面位置の設計地震動を設定す

ることで，全国の地盤情報を用いた地表面地震動の確率

分布を評価した結果を良好に表現可能である．以上より，

 

図-21 地表面位置の弾性加速度応答スペクトルの比較 
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今回選択した地盤応答解析モデルのデータは，設計地震

動を設定する際の有効な地盤情報として活用できると考

えられる． 

また今回構築した膨大な地盤応答解析データを用いた

考察の結果，Tgと Kf’が同一の地盤では地表面地震動が

良好に一致することも確認した．そのため地表面地震動

を評価したい地点と同様の Tgと Kf’を有する地盤の動的

解析モデルデータを今回構築した全国の地盤データから

抽出し，これを用いた地盤応答解析を行うことで，解析

モデル構築を省力化した上で適切な地表面地震動の評価

が可能であることを示した． 

今後は今回構築した 50 地盤の情報を活用することで，

鉄道構造物の耐震設計に用いる地表面設計地震等の見直

しや地盤分類の高度化等を実施する予定である．これと

共に，今回得られた知見では Tg, Kf’を適切に把握する重

要性が確認されたが，これら各指標の簡易かつ適切な推

定手法についても検討を行う必要がある．また本検討に

おける地盤応答解析の効率化（4. (4)）に関して，ある 1

地盤，1 地震動を対象としたものであり，この手法が有

する信頼性等を定量的に把握するためには，より多くの

地盤，地震動を対象として検討を実施する必要がある．

これらについては今後さらに検討を行う予定である． 

 

付録 

 

本検討において最終的に抽出した 50 個の標準地盤デ

ータの N 値分布を付図-1（地盤 No.1~No.24），付図-2

（地盤 No.25~No.50）に示す．また各地盤の一次固有周

期 Tg (s)，地盤上限震度 Kf’，各地盤の相対度数をまとめ

て付表-1に示す．なお付図-1，付図-2に示すN値分布は，

地盤応答解析を実施するための解析モデル上のN値を示

しているため，基盤以深の N 値を全て 50 として表示し

ている．また付表-1における相対度数は，各地盤が抽出

された分類に含まれる地盤数を全地盤数（125,800 地盤）

で正規化して表示したものであり，これを地盤種別毎の

地表面応答の確率分布を算定する際に使用することで，
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No.17                       No.18                      No.19                     No.20                       No.21                      No.22                      No.23                       No.24 

付図-1 最終的に選定した標準地盤データベースのN値分布（その 1：No.1~24） 
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より適切な地表面地震動の確率分布の評価が期待される． 
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DEVELOPMENT OF STANDARD GEOTECHNICAL INFORMATION DATABASE 

FOR EFFICIENT PROCESSING OF GROUND MOTION 
~ IN TERMS OF STANDARD DESIGN GROUND MOTIONS AT SURFACE ~ 

 
Kimitoshi SAKAI 

 
Based on the results of numerous geotechnical investigations, we have developed standard geotechnical 

information database that can efficiently and adequately represent the characteristics of ground motion at 
surface. Specifically, using the results of a large number of geotechnical surveys, we classify the ground 
by clustering using the natural period Tg and the strength of ground Kf’ as indices, and extract ground 
information that is representative of these classifications. As a result, it was confirmed that the ground 
motions calculated using the ground information for the 50 sites selected in this study were in good 
agreement with the probability distribution of ground motions calculated using all of the ground information 
in Japan. Furthermore, it was shown that by effectively utilizing the large number of dynamic analysis data 
constructed in this study, the ground motion can be efficiently and appropriately evaluated without 
constructing a new analysis model. 


